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● 経常事業収入は、受信契約件数の増加に伴う受信料の増等により、７５億円の増 

● 経常事業支出は、テレビジョン放送の完全デジタル化に対応するための経費の増 

等により、９６億円の増 

● 資産合計は、設備未払金や引当金等が減少したものの、受信料前受金や事業収支 

差金等の増加により８３億円の増となり、健全な財政状態を維持 

● 自己資本比率は６５．８％で、前年度末比１．４ポイントの増 

 

 

 

 

 

 

■ 中間損益計算書（前年度中間期との比較）

区    分 
22 年度 

中間期決算額 

23 年度 

中間期決算額 
増 減 額 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 3,393 3,468 75 

 受 信 料 3,329 3,407 77 

 そ の 他 の 経 常 事 業 収 入 64 61 △   2 

経 常 事 業 支 出 3,177 3,273 96 

 国 内 放 送 費 1,341 1,346   5 

 契 約 収 納 費 310 311 1 

 受 信 対 策 費 59 118 59 

 人 件 費 917 916 △ 0.7 

 減 価 償 却 費 325 343 18 

 未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費 41 45 3 

 そ の 他 の 経 常 事 業 支 出 182 191 8 

経 常 事 業 収 支 差 金 216 195 △   21 

経
常
事
業 

外
収
支

 

経 常 事 業 外 収 入 61 65 3 

経 常 事 業 外 支 出 78 81 2 

経 常 収 支 差 金 199 179 △   20 

特
別
収
支 

特 別 収 入 2 18 15 

特 別 支 出 8 16 7 

中 間 事 業 収 支 差 金 193 181 △   12 

 

 

 

 

 

（億円 

１ 損益の状況（協会全体） 
 

１．収支の状況（一般勘定） 

（億円） 

単体決算は、税込み方式を採用しております。 

なお、金額については、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

単 体 決 算 



 

 

■ 経常事業収入の推移                  （億円） 

 

 

 

■ 中間貸借対照表（前年度末との比較） 

区   分 22 年度末 
23 年度 
中間期末 

増 減 額 

資 産 8,722 8,805 83 

 流 動 資 産 1,992 2,143 150 

  現 金 預 金 ・ 有 価 証 券 1,707 1,808 100 

  そ の 他 の 流 動 資 産 285 335 49 

 固 定 資 産 6,719 6,652 △   66 

  有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 4,400 4,268 △  132 

   そ の 他 の 固 定 資 産 2,318 2,384    65 

 特定資産 (放送債券償還積立資産 ) 10 10 ― 

資 産 合 計 8,722 8,805 83 
      

負 債 ( 35.6) 3,108 ( 34.2) 3,010 △   97 

 流 動 負 債 2,195 2,185 △    9 

  災 害 修 繕 費 用 引 当 金 15 12 △    3 

  固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 49 66 16 

  受 信 料 前 受 金 1,251 1,355 104 

  そ の 他 の 流 動 負 債 877 751 △  126 

 固 定 負 債 913 824 △   88 

  固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 131 112 △   19 

  退 職 給 付 引 当 金 535 476 △   59 

  国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金 215 207 △    8 

  そ の 他 の 固 定 負 債 30 28 △    1 

純 資 産 ( 64.4) 5,613 ( 65.8) 5,794 181 

  承 継 資 本 ・ 固 定 資 産 充 当 資 本 4,405 4,405 ― 

  剰 余 金 1,208 1,389 181 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 (100.0) 8,722 (100.0) 8,805 83 
 

（注）（ ）内は、負債・純資産合計を 100とした構成比率（%）です。 

 
 

■ 自己資本比率の推移 

区  分 20 年度末 21 年度末 22 年度末 
23 年度 

中間期末 

自 己 資 本 比 率 ６６．８％ ６５．８％ ６４．４％ ６５．８％ 

3,393 3,468

6,624 6,658 6,812

0
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２ 資産・負債及び純資産の状況（協会全体） 
 

３．資産・負債および純資産の状 
況 

 

（億円 

（億円） 



 

 

 
 
 
 

 

 

● 経常事業収入は、受信料の増等により１１１億円の増 

● 経常事業収入の連単倍率は １.１１倍 

● 資産合計は、現金預金の増加等により３１億円の増となり、ＮＨＫグループ全体 
でも健全な財政状態を維持（自己資本比率 ６４.５％） 

 

 

 

■ 中間連結損益計算書（前年度中間期との比較） 

区    分 
22 年度 

中間期決算額 

23 年度 

中間期決算額 
増 減 額 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 3,571 3,682 111 

 受 信 料 3,171 3,244 73 

 その他の経常事業収入 399 437 37 

経 常 事 業 支 出 3,427 3,547 120 

 放 送 事 業 運 営 費 3,054 3,077 22 

 その他の経常事業支出 372 470 97 

経 常 事 業 収 支 差 金 143 134 △  9 

経
常
事
業 

外

収

支 

経 常 事 業 外 収 入 54 49 △  4 

経 常 事 業 外 支 出 3 2 △  0.9 

経 常 収 支 差 金 195 182 △  12 

特
別
収
支 

特 別 収 入 11 18 7 

特 別 支 出 13 16 3 

税金等調整前中間事業収支差金 194 185 △  9 

法 人 税 等 17 22 5 

少数株主損益調整前中間事業収支差金 177 162 △  14 

少 数 株 主 損 失 （△） △   0.1 △  1 △  1 

中 間 事 業 収 支 差 金 177 164 △  13 
 

■ 経常事業収入の推移                   （億円） 

                 
 

■ 経常事業収入の連単倍率 

区  分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

中 間 期 － － １．１０ １．１１ 

年 間 １．１３ １．１４ １．１４ － 

3,571 3,682

7,147 7,209 7,376
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１ 連結損益の状況 
 

１．収支の状況（一般勘定） （億円） 

連 結 決 算 



 

 

 

 

 

■ 中間連結貸借対照表（前年度末との比較） 

区   分 22 年度末 
23 年度 
中間期末 

増 減 額 

資 産 9,887 9,918 31 

 流 動 資 産 2,805 2,865 60 

  現 金 預 金 ・ 有 価 証 券 2,136 2,230 93 

  そ の 他 の 流 動 資 産 668 634 △  33 

 固 定 資 産 7,072 7,043 △  28 

  有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 4,504 4,374 △ 130 

   出 資 そ の 他 の 資 産 2,567 2,669 102 

 特定資産 (放送債券償還積立資産 ) 10 10 ― 

資 産 合 計 9,887 9,918 31 
      

負 債 ( 35.2) 3,481 ( 33.9) 3,360 △ 120 

 流 動 負 債 2,429 2,395 △  34 

  受 信 料 前 受 金 1,251 1,355 104 

  そ の 他 の 流 動 負 債 1,178 1,039 △ 138 

 固 定 負 債 1,051 965 △  86 

  退 職 給 付 引 当 金 649 590 △  58 

  そ の 他 の 固 定 負 債 402 374 △  27 

純 資 産 ( 64.8) 6,406 ( 66.1) 6,557 151 

 資 本 6,241 6,405 164 

  承 継 資 本 ・ 固 定 資 産 充 当 資 本 4,405 4,405 ― 

  連 結 剰 余 金 1,836 2,000 164 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △     4 △     6 △   2 

 少 数 株 主 持 分 168 158 △   9 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 (100.0) 9,887 (100.0) 9,918 31 
 

（注）（ ）内は、負債・純資産合計を 100とした構成比率（%）です。 
 

■ 自己資本比率の推移 
 

区  分 20 年度末 21 年度末 22 年度末 
23 年度 

中間期末 

自 己 資 本 比 率 ６５．４％ ６４．３％ ６３．１％ ６４．５％ 

 
 
 
 
 

連結子会社（１３社）    

 

 

 

 

持分法適用会社（２社） ㈱放送衛星システム、㈱総合ビジョン 

 

 

㈱ＮＨＫエンタープライズ、 ㈱ＮＨＫエデュケーショナル、 

㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス、 ㈱日本国際放送、 ㈱ＮＨＫプラネット、 

㈱ＮＨＫプロモーション、 ㈱ＮＨＫアート、 ㈱ＮＨＫメディアテクノロジー、 

㈱ＮＨＫ出版、 ㈱ＮＨＫビジネスクリエイト、 ㈱ＮＨＫアイテック、 

㈱ＮＨＫ文化センター、 ＮＨＫ営業サービス㈱ 

２ 連結資産・負債及び純資産の状況 
 

３．資産・負債および純資産の状 

況 

 

（億円 

（億円） 

３ 連結子会社及び持分法適用会社 
 

１．収支の状況（一般勘定） 

連結決算は、税抜き方式を採用しております。 

なお、金額については、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 


